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スリランカ 

2015 年度 外部事後評価報告書1 

円借款「南部ハイウェイ建設事業(I)(II)」 

外部評価者：OPMAC 株式会社 宮崎 慶司 

０. 要旨 

本事業は、コロンボ近郊から南部マータラまでの区間に高規格自動車専用道路（全

長 125km、4 車線）を建設することにより、コロンボ圏と南部地域の間の交通円滑化

を図り、もってコロンボ圏の渋滞緩和、スリランカ南部の交通の安全性向上及び経済

開発に寄与する目的としていた。このような目的は、スリランカの開発政策、開発ニ

ーズ及び日本の援助政策に合致しており妥当性は高い。本事業の実施によりコロンボ

圏と南部地域との間の所要時間が短縮され、両地域の交通がより円滑化し、車両の走

行性向上による安全性及び快適性の向上、南部地域の経済開発促進などのプラスのイ

ンパクトも認められた。一方、南部高速道路の起点のコッタワ・インターチェンジと

コロンボ市内との間の一般道路の慢性的な渋滞や南部高速道路と接続するコロンボ市

近郊の他の高速道路が一部未完成であるため首都圏の高速道路網全体としての利便性

が十分に発現できていないなどの外部要因により、南部高速道路の一部区間では目標

値に対する交通量が未達成であった。またコロンボ圏の渋滞緩和の実現には、本事業

のみで対応するには限界があることもわかった。しかしながら、コロンボ圏と南部地

域の間の交通円滑化という主要目的は、本事業の実施によりおおむね計画どおりの効

果の発現がみられ、有効性・インパクトは高いと判断される。一方、本事業は事業費、

事業期間ともに計画を大幅に上回ったため、効率性は低い。本事業の運営・維持管理は

体制、技術、財務状況ともに問題なく、本事業によって発現した効果の持続性は高い。 

以上より、本事業の評価は高いといえる。 

 

１. 事業の概要 
 

  

案件位置図 南部高速道路（コッタワ IC 付近） 

                                                        
1 本事後評価では、本事業の活動に関連し、スリランカの研究者（現地有識者）からの専門的な知

見に基づく意見を得た。これら有識者の選定は、評価者が提案し、国際協力機構（JICA）が同意す

る方法で行われた。 
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１.１ 事業の背景 

スリランカ南部は、同国の中でも最も開発の遅れた地域のひとつであったが、その

主な原因のひとつに、貧弱なインフラの整備状況が挙げられていた。本事業の審査時

（2000 年）、コロンボから南部地域へのアクセス手段としては、鉄道及び国道 A2 号

線があったが、鉄道は単線の上に軌道補修が十分でないことから、車両の走行性が悪

く、運行計画も不十分である等、多くの問題を抱えていた。一方、海岸線を南下する

国道 A2 は道路平面線形が極めて悪く、道路幅員も十分に確保されていなかった。ま

た国道 A2 は、基本的に全 2 車線で運用されているにもかかわらず、路肩が未舗装で

あることから歩行者及び低速車両が走行車線を使用することが多く、円滑な車両走行

を妨げていた。さらに、国道 A2 の線形改修及び拡幅を行おうにも、路側には民家が

建ち並んでいるため、大規模な住民移転が伴うことから実施が困難な状況であった。

このような現状から、大コロンボ圏と南部とを結ぶ、新規の自動車専用道路に対する

ニーズが高まっていた。 

これらを受けて、上記の自動車専用道路の建設に係る道路基本設計及び道路詳細設

計等を支援するため、JICA により円借款事業「南部ハイウェイ建設事業（E／S）2」

（LA 締結日：1999 年）が行われていた。 

 

１.２ 事業概要 

コロンボ近郊から南部マータラまでの区間に高規格自動車専用道路（全長 125km）

を建設することにより、コロンボ圏3と南部地域の間の交通円滑化を図り、もってコロ

ンボ圏の渋滞緩和、スリランカ南部の交通の安全性向上及び経済開発に寄与する4。 

なお、本事業はアジア開発銀行（ADB）との協調融資案件であり、本事業対象は全

長 125km のうち北部のコッタワ～クルンドゥガハヘテクマ区間（約 67km）で、南部

のクルンドゥガハヘテクマ～マータラ区間（約 58km）は ADB の支援により実施され

ることとなっていた。 

 

 

                                                        
2 エンジニアリング・サービス。 
3 本報告書では、「コロンボ圏」と「大コロンボ圏」と二つの表現が混在している。一般的に「大

コロンボ圏」は、コロンボ市を含むコロンボ県、ガンパハ県、カルタラ県の 3 県を含み、西部州全

域とほぼ等しい地域を指す。一方、「コロンボ圏」については、正確な定義はないが、本報告書で

は「コロンボ市及びその近郊地域」という意味で「コロンボ圏」を使用している。なお、南部高速

の起点のコッタワはコロンボ市近郊のマハラガマ（コロンボ県）に位置する。 
4 審査時においては、本事業のプロジェクト目標として「コロンボ圏と南部地域の間の交通円滑化」

及び「コロンボ圏の渋滞緩和」の二つが掲げられていた。本事後評価においては、「インプットー

アウトプット－アウトカム」の因果関係を確認した結果、「コロンボ圏の渋滞緩和」は本事業の直

接的な効果というよりは間接的な効果（インパクト）と捉えた方が妥当であると判断し、上述のよ

うに事業概要を整理しなおしたうえで、評価を行った。 
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フェーズ 第一期 第二期 

円借款承諾額/ 
実行額 

18,770 百万円/ 
18,768 百万円 

17,499 百万円/ 
17,412 百万円 

交換公文締結/ 
借款契約調印 

2000 年 11 月/ 
2001 年 3 月 

2008 年 6 月/ 
2008 年 7 月 

借款契約条件 金利： 2.20％（本体部分） 
 0.75％（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ部分） 

金利： 1.40％（本体部分） 
 0.01％（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ部分） 

返済： 30 年（うち据置 10 年） 
 （本体部分） 
 40 年（うち据置 10 年） 
 （ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ部分） 

返済：30 年（うち据置 10 年） 

調達条件：複合（本体：一般アン

タイド、コンサルタントサービス：

二国間タイド） 

調達条件：一般アンタイド 

借入人/実施機関 スリランカ民主社会主義共和国政府 / 道路開発庁（Road 
Development Authority、以下「RDA」とする） 

貸付完了 2009 年 5 月 2013 年 12 月 

本体契約  China Harbour Engineering Company Limited（中華人民共和国） 
 大成建設（日本） 

コンサルタント契約  企業連合：日本構造橋梁研究所（日本）/パシフィックコンサ

ルタンツインターナショナル（日本）/Resources Development 
Consultants Ltd.（スリランカ） 

関連調査 
（ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨ：

F/S）等 

 ADB「フィージビリティ・スタディ」（1999 年 2 月） 

関連事業  JICA 有償附帯「高速道路運営管理プロジェクト」（2009～2012
年）（技術協力） 
 JICA 有償勘定研修「高速道路運営管理」（2012 年） 
 南部ハイウェイ建設事業（E／S）（LA 締結日：1999 年） 
 無償資金協力：高速道路・道路交通情報提供システム整備計

画（2013～2015 年） 
 ADB「南部交通開発プロジェクト」（2001～2013 年） 
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２. 調査の概要 

２.１ 外部評価者 

宮崎 慶司（OPMAC 株式会社） 

 

２.２ 調査期間 

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。 

調査期間：2015 年 12 月～2016 年 12 月 

現地調査：2016 年 1 月 31 日～2 月 17 日、2016 年 5 月 15 日～5 月 21 日 

 

３. 評価結果（レーティング：B5） 

３.１ 妥当性（レーティング：③6） 

３.１.１ 開発政策との整合性 

審査時（2000 年）、5 カ年開発計画（1997～2001 年）では、総投資額の 20％（約

700 億ルピー）を運輸セクターが占め、うち 58％が道路整備に確保されるなど、道

路開発に重点が置かれていた。また、国家道路政策（1997 年）の中で、道路網整

備の目的として、①経済開発活動の促進、②安全性を備えた移動時間短縮とモビ

リティ増加、③現在および将来の国内の旅客・貨物交通量への対応、等が明示さ

れた。 

道路省7が 2000 年に発表した国家運輸政策では、道路交通に関する課題として、

①開発事業のニーズも考えたシステマティックな計画策定、②運輸セクター内の

戦略・政策調整、③コロンボ圏と地方を結ぶ交通網の整備、④コロンボ圏の交通

渋滞緩和、排ガスによる大気汚染対策、⑤維持管理体制の強化、等が挙げられて

いた。 

こうした政府方針を反映して作られた公共投資計画（1999～2001 年）では、モ

ビリティ向上のための道路網整備が道路セクターの投資目標のひとつとされ、具

体的なプロジェクトとして、コロンボ－カトナヤケ高速道路8、南部高速道路、コ

ロンボ外環状高速道路、コロンボ－キャンディ高速道路を挙げ、これらの高速道

路の建設に高い優先度を置いていた。 

事後評価時の国家開発 10 カ年計画（2006～2016 年）（マヒンダ・チンタナ）で

は、国民一人当たりの所得の倍増を達成するべく、経済活動を活性化させる道路

インフラの整備を重要課題としている。また、国家道路マスタープラン（2007～

2017 年）では、道路セクターの強化はスリランカ全域の地域間格差を解消し、バ

ランスのよい国家発展に貢献する重要な取り組みと位置づけられている。 

                                                        
5 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
6 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
7 現在は、高等教育・道路省（Ministry of Higher Education and Highways）。本事業実施機関の道路

開発庁は、同省の傘下にある。 
8 コロンボ市内とコロンボ国際空港（バンダラナイケ国際空港）を結ぶ高速及び一般道路。 
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一方、2015 年の政権交代後、スリランカ首相により発表された Economic Policy 

Statement（新政権下での中期政策の骨子9）（2015 年 11 月 5 日）では、国内外の観

光客の誘致のために、運輸、宿泊施設などのインフラ整備の改善が掲げられてい

る。新政府においても、モビリティ向上のため全国の主要都市を結ぶ高速道路網

（総延長約 800km）の整備に引き続き高い優先度を置いている。事後評価時におい

て、下記の高速道路が既に開通済み、あるいは整備中・計画中である（表 1、図 1）。 
 

表 1 スリランカの高速道路整備状況（2016 年 5 月時点） 

高速道路名 区間 距離
（km） 整備状況 

コロンボ－カトナヤケ
高速道路 コロンボ～カトナヤケ 25.8 2013 年 10 月 開通 

南部高速道路 
コッタワ～クルンドゥガハヘテクマ（本事業） 67.6 2011 年 11 月 開通 
クルンドゥガハヘテクマ～ピンナドゥワ（ゴール） 27.7 2011 年 11 月 開通 
ピンナドゥワ（ゴール）～ゴダガマ（マータラ） 31.7 2014 年 3 月 開通 

南部高速道路 
（延長部分） ゴダガマ（マータラ）～ハンバントータ 96 ゴダガマ～ベリアッテ区

間（26km）は、着工済み 

コロンボ外環状高速 
道路 

コッタワ～カドウェラ 9.9 2014 年 3 月 開通 
カドウェラ～カダワッタ 9.4 2015 年 9 月 開通 
カダワッタ～ケラワラピティヤ 9.6 2019 年 6 月完成予定 

中部高速道路 
カダワッタ～クルネガラ～ダンブッラ 137 フィージビリティ・スタディ

及び環境影響評価実施
中 

ポトゥヘラ～カトゥガストタ（キャンディ） 
（コロンボ－キャンディ高速道路） 48 

ルワンプラ高速道路 カハトゥドゥワ～ラトゥナプラ 52.5 フィージビリティ・スタディ
実施中 

出所：道路開発庁 
注：コロンボ外環状高速道路は、円借款事業「大コロンボ圏都市交通整備事業(I)(II)」により整備された。 

 

３.１.２ 開発ニーズとの整合性 

審査時の状況は「１.１ 事業の背景」に記したとおりで、コロンボ圏及び地方都

市と南部を結ぶ交通需要が増加し続けるなか、南部との円滑な交通を促進し、ま

たコロンボ圏における交通渋滞の軽減にも一定の効果が期待できる新たな移動路

を確保し、コロンボ圏と南部との間の輸送能力を高める必要があった。 

事後評価時において、南部高速道路はコロンボ圏と南部地域を結ぶ唯一の高速

道路であり、同地域の重要な交通インフラとして役割は引き続き高い。また貧困

層を多く抱える南部州とコロンボ圏との間の物流の促進は、南部地域の経済発展

や貧困緩和の観点からも重要である。現在、南部高速道路の終点であるゴダガマ

（マータラ）から、南部の重要港であるハンバントータまで高速道路（96km）の

延長工事が行われており（2019 年 7 月完成予定）、コロンボ－カトナヤケ高速道

路とコロンボ外環状高速道路との間の未接続区間（9.6km）（2019 年 6 月完成予定）

の完成後は、コロンボ国際空港（バンダラナイケ国際空港）からハンバントータま

                                                        
9 2016 年以降の新たな開発計画は、新政府により策定中である。 
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で一気通貫で高速道路網が整備されることになる。上記の延長部分を含めた南部

高速道路は、スリランカ南部とコロンボ圏を結ぶ主要な交通・物流ルートとして、

重要な役割を果たすことが期待されている。 

 

 
出所：道路開発庁 

図 1 スリランカ高速道路整備計画 

 

３.１.３ 日本の援助政策との整合性 

審査時（2000 年）の我が国の対スリランカ援助方針においては、①経済基盤の

整備・改善、②鉱工業開発、③農林水産業開発、④人的資源開発、⑤保健・医療

体制の改善、等が重点分野として掲げられていた。本事業はコロンボ圏と南部地

域の間の交通円滑化を目的に、コロンボ近郊から南部マータラまでの区間の高規
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格自動車専用道路を建設することであり、これは高速道路という主要な経済基盤

の整備であった。このことから、本事業は、上記の重点分野の「①経済基盤の整

備・改善」に関連する支援であった。 

 

以上より、本事業の実施はスリランカの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と

十分に合致しており、妥当性は高い。 

 

３.２ 効率性（レーティング：①） 

３.２.１ アウトプット 

本事業のアウトプットは以下の表 2 に示した。第一期審査時の事業アウトプッ

トは、円借款対象のコッタワ～クルンドゥガハヘテクマ区間（約 67km）のうち、

北部のコッタワ～ドダンゴダ区間（35km）（Package 1）を 4 車線、南部のドダンゴダ

～クルンドゥガハヘテクマ区間（32km）（Package 2）を 2 車線の高速道路を建設する

ものであった。しかしながら、①用地取得の遅延等による工期が遅れたことで、

特に 2004 年の津波被害復興需要や世界的な敷材価格の高騰などにより事業費が増

加したことと、②工事開始後の追加的な軟弱地盤対策が必要となりそのための追

加費用が生じたこと、③工事開始後の追加的な洪水関連対策の実施のため追加費

用が生じたことなどにより、第一期審査時の事業費に大幅な不足が生じる事態と

なった。一方、2006 年に交通需要予測が見直された結果、南部高速道路全区間を

4 車線にする必要性が高まり、また 2007 年 2 月にスリランカ政府により南部高速

道路を有料化することが正式に決定され、それに対応した料金徴収システムのハ

ード・ソフト両面での整備の必要性が高まった。上記の理由により、第二期事業

が実施され、①Package 1 のコスト・オーバーランの対応、②Package 2 のコスト・

オーバーランの対応、③Package 2 区間の 4 車線化（Package 3）、④料金所の設置

を含む維持管理に係る施設の建設及び調達（Package 4）、⑤運営維持管理に係る技

術支援（コンサルティング・サービス）などが追加された。 
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表 2 事業アウトプット（計画／実績） 

項目 計画 実績 
(1) 土木工事 高規格自動車専用道路：延長 67km、4 車

線 
Package 1 
 ｺｯﾀﾜ～ﾄﾞﾀﾞﾝｺﾞﾀﾞ（35km、4 車線） 
Package 2 
 ﾄﾞﾀﾞﾝｺﾞﾀﾞ～ｸﾙﾝﾄﾞｩｶﾞﾊﾍﾃｸﾏ（31.6km、

2 車線） 
Package 3（※） 
 Package 2 区間の 4 車線への拡幅 

計画どおり 

(2) 運営・維持管理に係
る施設建設及び調
達（ADB 区間含む）
（※） 

Package 4 
 運営維持管理施設：2 ヵ所 

 
計画どおり 

 事務所棟の設置：9 カ所（ADB 対象区
間も含む） 

8 カ所 

 料金所の設置：11 カ所（ADB 対象区間
も含む） 

8 カ所 

 運営・維持管理に必要な車両等の調
達：牽引車、救急車、消防車等 

計画どおり（ただし、一部の車両につ
いては、ADB の資金により調達） 

(3) コンサルティング・ 
サービス 
（施工管理） 

（業務内容） 
 詳細設計のレビュー 
 入札補助、施工管理 
 環境モニタリング 

 
計画どおり 

（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：533.5 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：5,988 M/M（ｻﾎﾟｰﾃｨﾝ

ｸﾞ･ｽﾀｯﾌ含む） 

（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：395 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：2,858 M/M（ｻﾎﾟ

ｰﾃｨﾝｸﾞ･ｽﾀｯﾌ除く） 
(4) コンサルティング・ 

サービス（運営・維
持管理に係る技術
支援）（※） 

（業務内容） 
 運営・維持管理（料金徴収含む）に係る

計画及び関係者との調査等に係る支
援 

 民間への委託に係る入札支援 
 運営・維持管理に係る施設・機材の入

札支援及び施工管理 
 高速道路庁の能力強化支援 

 
 計画どおり（ただし、ETC システム

の導入は未実施） 
 
 対象外（ADB により実施） 
 計画どおり 
 
 対象外（ADB により実施）（ただ

し、高速道路庁は未設置） 
（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：36 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：87 M/M 

（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：15 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：66 M/M 

出所：JICA 提供資料、道路開発庁提供資料。 
注：※については、第二期審査時の追加スコープ。 

 

土木工事については計画通り実施され、運営・維持管理に係る施設建設及び調

達並びに運営・維持管理に係る技術支援（コンサルティング・サービス）について

は、一部に変更が生じたものの、アウトプットは概ね計画通りに実施された。当

初計画では、南部高速道路の南部のクルンドゥガハヘテクマ（ゴール）－ゴダガマ

（マータラ）区間（59.4km）は ADB の融資により建設されることになっていたが、

建設費の高騰により ADB の対象区はクルンドゥガハヘテクマ－ピンナドゥワ（ゴ

ール）区間（27.7km）に縮小され、残りのピンナドゥワ－ゴダガマ区間（31.7km）

は中国輸出入銀行の融資により建設された。ピンナドゥワ－ゴダガマ区間は、本

事業完成後の 2014 年 3 月に開通した。そのため、運営・維持管理に係る施設建設
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及び調達の対象範囲がコッタワ－ピンナドゥワ区間に限定されたため、それに対

応して事務所棟及び料金所の設置数が減った10。消防車、草刈り機などの運営･維

持管理機材の一部は、ADB の資金により調達されたため、本事業対象外となっ

た。 

運営・維持管理に係る技術支援（コンサルティング・サービス）では、自動料金

収受システム（ETC システム）の導入の提案を行ったものの、日本式及び欧州式の

どちらの ETC 方式を採用するか決着がつかず、南部高速道路は当面の間はマニュ

アルによる料金徴収で対応することになった。ただし料金所の設計自体は、将来

の ETC システムの導入も考慮したものとなっている11。民間への委託に係る入札

支援及び高速道路庁の能力強化支援については、ADB が担当することなり本事業

対象外となった。 

また、当初計画では、南部高速道路の運営･維持管理を担う新組織として高速道

路庁の設立が想定されていたが、スリランカ国会における高速道路庁設立のため

の法案審議の遅れにより、事業完成までに高速道路庁は設立されなかった。その

ため、高速道路庁が設立されるまでの当面の体制として、道路開発庁内に高速道

路管理・運用・維持管理部が新たに設けられた。 

コンサルティング・サービスの投入量は、計画に対して実績が下回っているが、

このことにより事業効果の発現に負の影響はなかったと思われる。 

 

本事業により整備された主要施設・機材 

   
本線（ﾄﾞﾀﾞﾝｺﾞﾀﾞ～ｳｪﾘﾍﾟﾅ区間） ｺｯﾀﾜ料金所 ｶﾊﾄｩﾄﾞｩﾜ料金所 

   
事務所棟（ｺｯﾀﾜ料金所） ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ 維持管理用車両 

 
                                                        
10 本事業で実施されなかった事務所棟 1 カ所、料金所 3 カ所（ピンナドゥワ－ゴダガマ区間）につ

いては、本事業完成後に、中国輸出入銀行の融資により建設された。 
11 現在、道路開発庁では、コロンボ－カトナヤケ高速道路及びコロンボ外環状道路の料金徴収シ

ステムと合わせて、スリランカの事情に適した包括的な ETC システム方式の導入を検討中であ

る。 
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３.２.２ インプット 

３.２.２.１ 事業費 

計画事業費 51,344 百万円に対して、実績事業費は 63,460 百万円であり、計画

を上回った（計画比 125％）（表 3 参照）。事業費超過の最大の要因は、当初

計画では予期しなかった工事量の増加による土木工事費の増大であるが、その

他にも用地取得・住民移転費や税金の増加があった。 

なお、第一期審査時の計画事業費 25,026 百万円に第二期審査時に新たに加わ

った追加スコープ部分（すなわち Package3、Package4 及び運営・維持管理に係

る技術支援のコンサルティング・サービス）の費用を加えた金額を計画事業費

とみなして計算したところ、計画事業費は 30,573 百万円となり、実績事業費

63,460 百円は計画比 207％となり、計画を大幅に上回った。本事後評価では、

この結果（計画比 207％）を最終的な事業費の判断とした。 

 

表 3 事業費（計画／実績） 

項目 
計画（第二期審査時（2008年）） 実績（2013年） 
外貨 内貨 合計 外貨 内貨 合計 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万ﾄﾞﾙ） （百万ﾙﾋﾟｰ） （百万円） 
土木工事        
  Package 1 9,955 4,266 14,221 4,260 67.59 10,415 21,948 
  Package 2 8,712 3,320 12,032 

14,042 0 4,776 18,909 
  Package 3 1,618 693 2,311 
  Package 4 1,998 1,167 3,165 0 0 1,300 1,325 
ﾌﾟﾗｲｽｴｽｶﾚｰｼｮﾝ 223 339 562 0 0 0 0 
予備費 1,125 490 1,615 0 0 0 0 
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 1,395 974 2,369 1,240 0 703 1,956 
用地取得･住民移転費 0 2,819 2,819 0 0 3,623 3,692 
管理費 0 1,814 1,814 0 0 823 839 
税金 0 9,063 9,063 0 0 13,791 14,055 
建中金利 1,247 0 1,247 0 0 690 703 
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾁｬｰｼﾞ 126 0 126 0 0 32 33 

合計 26,399 24,945 51,344 19,542 67.59 36,153 63,460 
出所：JICA 提供資料、道路開発庁提供資料。 
注 1：第二期審査時（2008 年）の計画事業費は、第一期及び第二期の計画事業費の総額。 
注 2：為替レートは計画事業費（第一期）1 ルピー＝0.786 円（2009 年 12 月）、（第二期）1 ルピー＝1.05 円

（2007 年 9 月）、実績事業費は 1 ルピー＝1.019 円（2000～2013 年平均）、1 ドル＝104.64 円（2000～2013
年平均）。 

 

３.２.２.２ 事業期間 

第一期審査時の計画事業期間は 58 カ月（2001 年 3 月～2005 年 12 月）、第二

期審査時の計画事業期間は 128 ヵ月（2001 年 3 月～2011 年 10 月）であった。

それに対して、実績事業期間は 151 カ月（2001 年 3 月～2013 年 9 月）であり、

第一期審査時の計画事業期間に対しては計画比 260％、第二期審査時の計画事

業期間に対しては 125％であった（表 4）。計画総事業費に対する第一期・第二
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期の計画事業費の比率（第一期は 48％、第二期は 52％）を基に実績事業期間に

対する上記の 2つの計画比を加重平均すると 188％となり、実績事業期間は計画

を大幅に上回る結果となった。 

事業期間の遅れの主な原因としては、①対象区間の用地取得及び住民移転の

遅れ、路線変更に伴う被影響住民数の増加、また一部反対住民による工事差し

止め訴訟などの影響により、本体コントラクターの入札手続き及び工事の着工

が遅れたこと（工事着工までに 30 ヵ月の遅れ）、②用地取得及び住民移転の長

期化による工期全体への影響、③軟弱地盤での基礎工事、地盤改良工事、2 車

線から 4 車線化への拡張などの追加工事に時間を要し、工期が長引いたことな

どが挙げられる12。 

 

表 4 事業期間（計画／実績） 

項目 計画 
実績 

第一期審査時 第二期審査時 
1. 円借款契約締結    

(1) 第一期（SL-P70） 2001 年 3 月 － 2001 年 3 月 
(2) 第二期（SL-P92） － 2008 年 7 月 2008 年 7 月 

2. ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ調達手続き    
(1) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ 

（施工管理） 
2000 年 11 月～2001 年 12

月（14 カ月） － 2000 年 11 月～2002 年 9 月
（23 カ月） 

(2) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ 
（運営・維持管理技術支援） － 2008 年 3 月～2008 年 12 月

（10 カ月） 
2008 年 3 月～2008 年 12 月

（10 カ月） 
3. ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽの実施    
(1) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ 

（施工管理） 
2002 年 4 月～2005 年 12 月

（45 カ月） 
2002 年 4 月～2011 年 10 月

（115 カ月） 
2002 年 9 月～2013 年 2 月

（126 カ月） 
(2) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ 

（運営・維持管理技術支援） － 2009 年 1 月～2011 年 10 月
（34 カ月） 

2009 年 11 月～2013 年 1 月
（39 カ月） 

4. 本体部分及び運営・維持管
理施設・機材の調達手続き    

(1) Package 1 2001 年 10 月～2002 年 3 月
（18 カ月） － 2002 年 5 月～2005 年 9 月

（41 カ月） 

(2) Package 2 2001 年 10 月～2002 年 3 月
（18 カ月） － 2002 年 5 月～2006 年 3 月

（47 カ月） 

(3) Package 3 － 2007年11月～2008年12月
（14 カ月） 

2007 年 11 月～2008 年 8 月
（10 カ月） 

(4) Package 4 － 2008 年 5 月～2009 年 6 月
（14 カ月） 

2008 年 5 月～2009 年 6 月
（14 カ月） 

5. 本体部分及び運営・維持管理施設・機材の工事・据付け 

(1) Package 1 2003 年 4 月～2005 年 12 月
（33 カ月） 

2003 年 4 月～2010 年 9 月
（90 カ月） 

2005 年 9 月～2011 年 11 月
（75 カ月） 

(2) Package 2 2003 年 4 月～2005 年 12 月
（33 カ月） 

2003 年 4 月～2010 年 9 月
（90 カ月） 

2006 年 3 月～2011 年 11 月
（69 カ月） 

(3) Package 3 － 2009 年 1 月～2010 年 9 月
（21 カ月） 

2008 年 8 月～2011 年 8 月 
（37 カ月） 

(4) Package 4 － 2009 年 6 月～2010 年 9 月
（16 カ月） 

2009 年 10 月～2010 年 5 月
（8 カ月） 

6. 用地取得・住民移転 2000 年 7 月～2001 年 3 月
（21 カ月） 

2000 年 7 月～2008 年 6 月
（96 カ月） 

2000 年 7 月～2012 年 12 月
（145 カ月） 

7. 事業完了（注） 2005 年 12 月 2011 年 10 月 2013 年 9 月 

8. 全体工期 2001 年 3 月 30 日～2005 年
12 月（57 カ月） 

2001 年 3 月 30 日～2011 年
10 月（127 カ月） 

2001 年 3 月 30 日～2013 年
9 月（151 カ月） 

出所：JICA 提供資料及び道路開発庁からの質問票回答。 
注：事業完了の定義は、コンサルティング・サービスの完了とする。 
                                                        
12 これは第一期審査時の計画事業期間を基準として比較した場合の遅延の要因である。 
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３.２.３ 内部収益率（参考数値） 

審査時の本事業の経済的内部収益率（EIRR）は第一期審査時が 12.0％、第二期

審査時が 13.3％であった13。計画時の前提条件は以下の通り。本事後評価では再計

算に必要な詳細データの入手ができなかったため、経済的内部収益率の再計算は困

難であった。財務的内部収益率（FIRR）については、計画時に算出されていなかっ

たため、再計算は行わない。なお参考までに ADB の事業完了報告書14に記載された

南部ハイウェイ事業全体（全長 125km）の経済的内部収益率の再計算結果は 16.9％

であった。この ADB の再計算結果は、本事業の EIRR 再計算結果に近いものであ

ると思われる。 

 
 第一期審査時 第二期審査時 

経済的内部収益率（EIRR） 12.0％（ADB 区間を含む） 13.3％（ADB 区間を含む） 

費用 建設費、用地取得・住民移転費、 
維持管理費 

事業費（用地取得費、税金を除く）、

運営・維持管理費 

便益 輸送コスト削減、事故コスト削減 走行費用節減、走行時間節減、 
交通事故減少 

プロジェクトライフ 23 年 20 年 
出所：JICA 提供資料 

 
以上より、本事業は事業費、事業期間ともに計画を大幅に上回ったため、効率性は

低い。 

 

３.３ 有効性15（レーティング：③） 

３.３.１ 定量的効果（運用・効果指標） 

本事業の運用効果指標の実績については、以下の表 5 に示す。 

 

                                                        
13 第二期審査時の EIRR の計算は、ADB が行った EIRR 計算結果をベースに行われた。 
14 Completion Report, Sri Lanka: Southern Transport Development Project (August 2014), ADB. 
15 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
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表 5 運用効果指標 

 

基準値 目標値 実績値 
2001 年 2015 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

審査年 事業完成 
2 年後  

事業完成年
（注１） 

事業完成 
1 年後 

事業完成 
2 年後 

① 所要時間（時間）（コッタワ

～クルンドゥガハヘテクマ

区間） 

3 時間 
（注 2） 設定なし 1 時間以下 同左 同左 同左 

② 平均日交通量（台／日）       
a) コッタワ～カハトゥドゥワ 設定なし 27,279 6,559 7,494 13,054 16,311 
b) カハトゥドゥワ～ゲラニガマ 設定なし 34,294 6,979 7,968 13,175 16,041 
c) ゲラニガマ～ドダンゴダ 設定なし 21,925 6,761 7,065 11,105 13,226 
d) ドダンゴダ～ウェリペナ 設定なし 8,387 6,008 6,075 9,566 11,568 
e) ウェリペナ～クルンドゥガ

ハヘテクマ 設定なし 7,922 5,545 5,526 9,029 10,563 

③ 交通事故件数（件／年） 設定なし 設定なし 496 471 603 851 
④ 交通事故発生率（年間事

故件数／百万台・km） 設定なし 設定なし 2.47 1.93 1.54 1.57 

出所：JICA 提供資料、道路開発庁提供資料。 
注 1：本事業の事業完成年はコンサルティング・サービスが完了した 2013 年であるが、コッタワ～ピンナドゥワ

（ゴール）区間は 2011 年 11 月に供用開始した。またピンナドゥワ（ゴール）～ゴダガマ区間は 2014 年 3 月に

開通した。 
注 2：事業実施前のコッタワ～クルンドゥガハヘテクマ区間の所要時間（3 時間）については、コロンボ中心部

から国道 A2 号線を経由してクルンドゥガハヘテクマまで走行すると仮定した場合の所要時間。 
注 3：交通事故件数及び交通事故発生率は、南部高速道路全区間（コッタワ～ゴダガマ（マータラ）区間）の

データ。 

 

（１）所要時間 

本事業の対象区間であるコ

ッタワ～クルンドゥガハヘテ

クマ区間（67km）の所要時間

は A2 号線を利用した場合の 3

時間から、事業実施後には南

部高速道路（図 2）を利用する

ことで 1 時間以下に短縮され

た。なお、実施機関によると

南部高速道路全体のコッタワ

～ゴダガマ（マータラ）区間

（125km）の所要時間について

は、事業実施前の 4～5 時間16

から事業実施後には 1.5 時間に短縮された。 

 

                                                        
16 事業実施前の所要時間（4～5 時間）については、国道 A2 号線を経由してコッタワ～ゴール区間

を走行すると仮定した場合の所要時間。 

 

図 2 事業サイト 
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（２）平均日交通量 

本事業では、事業対象区間を 5 つの区間に分けて、区間ごとに平均日交通量の

目標値（事業完成 2 年後）を設定している。d) ドダンゴダ～ウェリペナ及び e) ウ

ェリペナ～クルンドゥガハヘテクマの 2 区間については、目標年である 2015 年の

前年の 2014 年には、既に目標値を達成している（2015 年の達成度はそれぞれ 138％、

133％）。 

一方、a) コッタワ～カハトゥドゥワ、b) カハトゥドゥワ～ゲラニガマ、c) ゲ

ラニガマ～ドダンゴダの 3 区間については、目標値は未達成である（2015 年の達

成度はそれぞれ 60％、47％、60％）。高速道路を利用する車両別の内訳をみると、

乗用車等（カテゴリ 1）が全体の 90％を占める一方、中型バス・トラック（カテゴ

リ 3）が 7％程度であり、大型トラックやコンテナトラックなどの大型車両の利用

が非常に少ない。 

実施機関によると目標交通量を設定する際の前提条件として、南部高速道路、

コロンボ－カトナヤケ高速道路、コロンボ外環状道路のコロンボ圏の 3 つの高速

道路が完成し、相互にリンクした高速道路網が開発されることが想定されていた。

しかしながら、南部高速道路とコロンボ外環状道路がつながったのが 2015 年 9 月

であり、現在コロンボ－カトナヤケ高速道路とコロンボ外環状道路との未接続区

間（9km）の工事が実施中である。このことを考えると、当初想定した前提条件が

未だ十分に満たされておらず、そのため、本事業完成後においてもコロンボ圏の

高速道路網の利便性が十分に発揮されていない。 

加えて、南部高速道路の起点のコッタワ（コロンボ郊外）からコロンボ中心部と

の間の既存国道が慢性的に渋滞している。このため、コッタワとコロンボ中心部

との間の移動に平均 1 時間程度の時間がかかり、コロンボに比較的近い沿線地域

の利用者（すなわち、コッタワからドダンゴダ（約 35km）までの区間の沿線の利用

者）にとっては、南部高速道路を利用した場合と、従来の国道 A2 号線を利用した

場合とを比較しても、コロンボ中心部までの所要時間に大きな違いがない。その

ため、有料道路である南部高速道路を利用するメリットが必ずしも大きくない。 

上記の二つのことが交通量が十分に目標値を達成していない主要な要因である

と考えられる。 

スリランカ政府は、ハンバントータを南部の重要産業拠点と位置付け、ハンバ

ントータ及びゴール、マータラに新たな経済特区を設ける計画もあることから、

前述の「３.１.２ 開発ニーズとの整合性」に説明のとおり、将来、ハンバントータ

やゴール、マータラなどの南部主要都市からコロンボ国際空港（バンダラナイケ国

際空港）まで一気通貫で高速道路網が整備された後には、南部高速道路には大型貨

物車両を含めて大幅な交通量の増加が見込まれている。なお、道路開発庁では、

現状において利用が少ない大型輸送車の利用促進のため、大型車両を対象に 10～

20％程度の割引料金を適用することを検討中である。 
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（３）交通事故件数及び交通事故発生率 

南部高速道路（全区間）の交通

事故件数（年間）は、2013 年の

471 件／年から 2015 年には 851

件／年へと 1.8 倍に拡大するなど、

交通量の増加に伴い年々増加傾

向にある。事故件数増加の一番

の要因は、器物破損事故の増加である（表 6）。事故原因（2012～2015 年）は、

主要なものから順に、天候（22％）、ドライバーの運転マナー・スピード超過

（20％）、動物との衝突（17％）、車の故障（12％）、ドライバーの疲労（11％）

などである17。一方で、走行台キロ（年間の自動車の「走行総量」）当りの交通事

故発生率）は、2013 年の 1.93／百万台・km から 2015 年には 1.57／百万台・km へ

と減少しており、改善傾向にある。道路開発庁では、メディア等を通じて、安全

な高速道路の利用方法に係る啓発活動や広報活動を繰り返し実施している。 

なお、ADB の事業完了報告書によると、ADB が実施した調査の結果、国道 A2

号線のモラトゥワ18（アングラナ）－ゴール（マガーラ）区間では、走行時間短縮

のため国道 A2 号線から南部高速道路へ迂回する車両も多く、国道 A2 号線の一部

区間の交通量が減少したことがわかった。その結果、国道 A2 号線の車両百万台あ

たりの死亡事故（年間）が、2010 年の 25 件／百万台から、2013 年には 16 件／百

万台へと減少したことが確認されており、南部高速道路の建設による国道 A2 号線

の死亡事故減少の効果が示されている。 

 

３.３.２ 定性的効果（その他の効果） 

（１）本事業に対する地元住民及び地元企業の満足度 

本事後評価では、南部高速道路のコッタワ～ゴダガマ（マータラ）区間の沿線に

住む地元住民及び地元企業を対象に、受益者調査を実施した。サンプルサイズは

合計 113（地元住民 63、地元企業 50）で、層化無作為抽出法により選んだ19。 

本事業に対する地元住民の満足度は、97％が「ある程度満足」以上の回答（非常

に満足 51％、ある程度満足 46％）であった。一方、地元企業は、96％が「ある程

度満足」以上と回答（非常に満足 80％、ある程度満足 16％）。全体でみても、96％

が「ある程度満足」以上の回答であった（表 7）。本事業に対する地元住民及び企

業の満足度は非常に高く、本事業に対する地元の高い支持を裏付けていることが

わかった。 

                                                        
17 道路開発庁提供資料。 
18 コロンボの中心部から 18km 南の距離にある郊外都市。 
19 調査サイトは、上記区間のインターチェンジからコロンボに近い 3 カ所のインターチェンジ（コッタワ IC、カ

ハトゥドゥワ IC、ゲラニガマ IC）を除く 8 カ所のインターチェンジ付近の市街地、村落から抽出した。回答者の

男女比は、男性 64％、36％であった。また自家用車・社用車の所有率は 84％であった。 

表 6 交通事故の内訳 

 死亡 重傷 軽傷 対物事故 合計 
2012 4 26 20 446 496 
2013 5 18 26 422 471 
2014 2 14 53 539 603 
2015 3 23 50 775 851 

出所：道路開発庁提供資料。 
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表 7 本事業に対する満足度 

項目 
地元住民 地元企業 合計 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
非常に満足 32 50.8% 40 80.0% 72 63.7% 
ある程度満足 29 46.0% 8 16.0% 37 32.7% 
ある程度不満足 1 1.6% 1 2.0% 2 1.8% 
非常に不満足 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
不明 1 1.6% 1 2.0% 2 1.8% 

合計 63 100% 50 100% 113 100% 
出所：受益者調査結果。 

 

３.４ インパクト 

３.４.１ インパクトの発現状況 

（１）コロンボ市内の渋滞緩和 

南部高速道路はコロンボ圏と南部

地域の間において、国道 A2 号線のバ

イパス機能を果たすこととなった。

一方で、このバイパス機能によるコ

ロンボ市内の渋滞緩和に係る効果は

確認されなかった。コロンボ市内の渋

滞緩和が進まない理由としては、以

下が考えられる20。 

①自動車登録台数の増加：西部州

の自動車の全登録台数は、2013 年時

点で 1,336,564 台でありスリランカ全

国の自動車登録台数の 38％が西部州に集中している。西部州の自動車の全登録台

数は、2002～2013 年の 11 年間で 2.4 倍に増えており、年率では平均 8.2％の増加と

なっている（図 3）。これは同期間の人口増加率（年率 0.7％増）と比較しても高い。 

②公共交通サービスの未整備：既存の鉄道、バスなどの公共交通機関のネット

ワーク（路線網）が不十分なことや限られた輸送能力などの問題がある。 

③不十分な道路ネットワーク：コロンボ市内の交通需要は、道路がほぼその容

量に達しているか、またはピーク時間帯にいくつかの地点でその容量を超えてい

る。特にコロンボ中心部と東部郊外をつなぐ道路交通が未発達で、道路ネットワ

ークは「魚の骨」の形となり、過剰な交通量が一つの主要幹線道路に集中している。

その結果、郊外の主要な交差点での合流部でボトルネックが生じている。既述の

とおり、南部高速道路の起点であるコッタワ（コロンボ中心部から南東郊外に位置

する）からコロンボ市内への一般道路が恒常的に渋滞しているのも、上記の理由に

                                                        
20 コロンボ都市交通調査プロジェクト（ComTrans 都市交通マスタープラン）最終報告書（2014 年）

を参考とした。 

 
出所：スリランカ中央銀行 
注：2013 年は予測値 

図 3 西部州の車両登録台数 
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よる。 

現在、道路開発庁では、道路マスタープラン（2017～2027 年）を作成中であり、

同プランは、鉄道、バス交通、メガポリス計画、州政府の地方道路開発計画等他

の運輸開発政策なども念頭に置きながら作成される。コロンボ市内の渋滞緩和に

ついては、上記の包括的な道路開発計画の枠組みのなかで、対応したいとしてい

る。現在、コロンボ市内の渋滞緩和に関連する対応としては、ケラニ橋の改修21に

加えて、コロンボ市内の慢性的な渋滞地点のフライオーバーの建設、車線の拡幅

などが進められている。 

 

（２）車両の走行性向上による安全性及び快適性の向上 

本事後評価では、民間バス事業者協会、ゴール商工会議所、セイロン商工会議

所など業界団体や地元経済団体へヒアリングを行ったところ、本事業の車両の走

行性向上による安全性及び快適性の向上などの効果が確認された。なお、本事業

と関連して、南部高速道路の道路交通情報提供システムを整備することを目的に、

我が国より無償資金協力「高速道路・道路交通情報提供システム整備計画（2013

～2015 年）」（供与額：9.4 億円）が行われ、情報収集機器（トラフィックカウン

タ等）、情報処理装置一式（管理サーバー、管制モニター等）、情報提供機器（可

変型情報板）などが供与された。上記の道路交通情報提供システムは、高速道路の

運用状況を 24 時間モニタリングし、交通渋滞の発生、交通事故や天候等による車

線規制・通行止め規制などの情報を高速道路利用者に提供するためのものであり、

高速道路の安全性の確保や利便性の向上のために不可欠なシステムであった。こ

のことから、実施機関では、安全性の向上については無償資金協力による貢献も

あったと認識している。 

また、地元住民及び地元企業への受益者調査の結果は、以下のとおり。地元住

民の 81％が南部高速道路を利用して他の地域へ出かける頻度が「増加」または「あ

る程度増加」と回答した。主な目的は、商用、病院、友人・親類の訪問などであっ

た。一方、地元企業の 74％が南部高速道路を利用して他の地域へ出かける頻度が

「増加」または「ある程度増加」と回答した。目的の 95％が商用であった。地元

住民及び企業全体では 78％の回答者が「増加」または「ある程度増加」との回答

であった（表 8）。 

地元住民及び企業全体では「地域間交通の円滑化」（99％）、「安全性の向上」

（96％）、「走行の快適性」（96％）、「既存道路網との接続性の向上」（85％）

などのインパクトが認識されていた（表 9）。 

 

                                                        
21 円借款「ケラニ河新橋建設事業」（借款契約調印 2014 年 3 月、借款契約額 350.20 億円）。 
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表 8 南部高速道路を利用して出かける頻度 

項目 
地元住民 地元企業 合計 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
増加 29 46% 29 58% 58 51% 
ある程度増加 22 35% 8 16% 30 27% 
ある程度減少 0 0% 0 0% 0 0% 
減少 0 0% 0 0% 0 0% 
変化なし 12 19% 11 22% 23 20% 
未回答／不明 0 0% 2 4% 2 2% 

合計 63 100% 50 100% 113 100% 
出所：受益者調査結果。 

 

表 9 安全性及び快適性の向上等のインパクト 

項目 
改善 変化なし 悪化 未回答／不明 合計 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
地域間交通の円滑化 112 99% 0 0% 0 0% 1 1% 113 100% 
安全性の向上 108 96% 1 1% 3 2% 1 1% 113 100% 
走行の快適性 108 96% 4 4% 0 0% 1 1% 113 100% 
既存道路網との接続
性の向上 96 85% 14 12% 0 0% 3 3% 113 100% 

出所：受益者調査結果。 

 

以上より、本事業の車両の走行性向上による安全性及び快適性の向上などに加

えて、地域間交通の円滑化や既存道路網との接続性の向上などのインパクトにつ

いても確認された。 

一方、民間バス事業者協会、ゴール商工会議所、セイロン商工会議所などへの

ヒアリングを通じて、以下の表 10 に示す課題が明らかになった。 

 

表 10 利用者の立場からの南部高速道路の運営・維持管理上の課題 

課題 問題点 実施機関の対応・見解 
走 行 車 線 への

動物の進入 
道路の両側に動物進入防止柵が設置さ

れていないため、容易に鳥や動物が道路

内に侵入し、車両と動物との衝突事故を

引き起こす原因となっている。 

インターチェンジ付近では、動物進入防

止柵を設置しているが、南部高速道路全

区間にわたって柵を設けるのは、多額の

費用がかかる。 
夜間を含めた走

行の安全性 
走行車線や路肩の幅が狭い。 現在の 4 車線の南部高速道路の規格で

は、路肩 1.75m、車道 3.5m であるが、将

来的に 6 車線に拡張した場合は、路肩

2.5m、車道 3.7m、中央分離帯 2.5m とそ

れぞれ拡幅される予定。中央分離帯への

植栽の設置についても、将来の 6 車線化

の段階で対応したい。 

中央分離帯が狭く植栽もないため、夜間

の通行の際に対向車線のヘッドライトがま

ぶしく、危ない 

反射板がガードレールに設置されている

が、反射板同士の間隔が広く、反射板の

数自体が少ない。また事故により破損した

ガードレール上の反射板の復旧が行われ

ていない場合も多く、部分的に反射板が

欠けている個所が見られる。 

対応可能 
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課題 問題点 実施機関の対応・見解 
道路照明灯（外灯）はインターチェンジ付

近に限られており、場所によっては道路照

明灯がなく、ほとんど真っ暗な区間もある。

少なくとも一定の間隔ごとの道路照明灯の

設置が必要である。 

南部高速道路の全区間に道路照明灯を

設置する場合は、多額の投資が必要とな

り、また電力不足がひっ迫しているスリラン

カの現状や、現在の交通量などを考慮す

ると、直ちに全区間に道路照明灯を増や

すことは難しい。 
案内板の表示 一部の区間・場所で風が強いところがあり

危険なため、そのような区間・場所につい

ては、事前に電光掲示板などでドライバー

に知らせる工夫が必要。 

対応可能 

インターチェンジの名称は、インターチェン

ジの所在地の名前が記載されているが、

一般的に知られたインターチェンジ付近の

大きな町や市などの名称も合わせて標記

すると、利用者にはわかりやすい。 

例えば、ピンナドゥワのインターチェンジで

は出口表示にピンナドゥワと並んで、付近

の有名観光地の地名であるゴールの地名

も表示している。 

 

（３）南部地域の経済開発促進 

南部高速道路が供用を

開始した 2011 年から 2014

年までの 3 年間の南部州

の州 GDP の推移をみると、

718,768 百万ルピー（2011

年）から 1,112,000 百万ル

ピー（2014 年）へと増加

し、年平均 15.7％（名目）

の成長率であった。これ

は同期間の西部州の 州

GDP の 年 平 均 成 長 率

14.3％と比較しても高いものである（図 4）。 

また 2011 年以降のコロンボ港の貨物取扱量も 4,262 百万トン（2011 年）から 4,306

百万トン（2013 年）へ、コンテナ取扱量も 62,016TEU（2011 年）から 63,482TEU

（2013 年）へ増加するなど安定的に推移している（図 5）。ゴール港の貨物取扱

量は、年によりばらつきがみられるが、2011 年に開港したハンバントータ港で

徐々にではあるが、貨物取扱量を拡大しつつある（図 6）。 

 

 
出所：スリランカ中央銀行 
注：2014 年は予測値 

図 4 州 GDP（西部州・南部州） 
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出所：スリランカ中央銀行 
注：2013 年は予測値 

 
出所：スリランカ中央銀行 
注：2013 年は予測値 

図 5 コロンボ港の貨物・コンテナ取扱量 図 6 ゴール港及びハンバントータ港の 
貨物取扱量 

 

表 11 は 2012 年以降に南部

州で認可を受けた投資プロジ

ェクト数を示す。毎年 15～25

件程度の投資プロジェクトが

あるが、なかでも製造業や観

光業への投資が多い。現在、

南部州には 3 つの工業団地が

あるが、南部高速道路が開通

した 2011 年以降に進出した企

業も多い（表  12）。業種は、地

域の特産物である紅茶、シナモ

ンの加工製造やガーメント産業などが中心である。産業商業省ゴール地域事務所で

は、2011 年以降に工業団地への進出企業が増えた要因の一つとして、南部高速の

開通の可能性を指摘している。2011 年以降、南部州の工業団地への入居を希望する

企業数が増加し、地元産業界からも南部高速道路に近い場所に新たな工業団地を

建設してほしいとの要望が上がっているとのことである。同事務所では、南部高

速道路は、南部地域の産業の発展にとっても有益であるとの認識を示している。 

 

表 12 南部州の工業団地 

工業団地名 設立年 Lot 数 入居企業 備考 

Karandeniya Industrial Estate 1993 36 13 社 うち 5 社が 2011 年以降に進出 
加えて 3 社が認可待ち 

Udukawa Industrial Estate 1995 4 3 社 うち 1 社が 2011 年以降に進出 
Batatatha Industrial Estate 2008 13 12 社 うち 10 社が 2011 年以降に進出 
出所：産業商業省ゴール地域事務所 
注：Batatatha Industrial Estate は 2001 年に皮革産業向けの工業団地として開業したが、皮革産業の

誘致に失敗したため、一般工場団地として 2008 年に再開業した。 

表 11 南部州で認可を受けた投資プロジェクト数 

セクター 2012年 2013年 2014年 2015年 
農業 0 0 0 0 
アパレル 1 0 2 1 
インフラストラクチャー 1 3 6 1 
知的サービス（ITソフト
ウエア開発など） 

0 0 0 1 

製造業 6 5 4 3 
サービス業 4 1 3 0 
観光業 3 9 7 7 
ユーティリティ 1 4 3 2 

合計 16 22 25 15 
出所：スリランカ投資庁 
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本事業は、南部地域の観光産業の振興

にもプラスのインパクトが認められる。

スリランカへの外国人観光客数は、2009

年のスリランカ内戦の終結以降、年平均

成長率 22.7％と非常に高い水準で増加し

ている（図 7）。それに対応して、コロン

ボ市内、コロンボ市内を除く大コロンボ

圏及び南部沿岸地域の観光ホテルの部屋

数も増加し、2011 年以降の南部沿岸地域

のホテル稼働率は平均 74％と高い水準に

ある（図 8）。 
ゴール商工会議所によると、南部高速道路の開通により、コロンボからゴールま

での所要時間が従来より約 2.5 時間短縮されたことは、ゴールの観光業にとって大

きなプラスのインパクトをもたらしたとの認識である。南部高速道路の開通後は、

外国人観光客の増加に加えて、コロンボに住む人々が日帰りでゴールを訪れること

が多くなり、スリランカ人観光客についても大きな増加がみられるとのことである。

観光客の増加に伴い、地元飲食店や観光関連産業のなかには事業規模の拡大や売上

を伸ばしているものも少なくない。 

 

 
出所：スリランカ観光開発局 
注：南部沿岸地域は、ゴール、マータラ、ハンバントータ（南部州）、カタラガマ（ウバ州）などのスリランカ南

部の沿岸地域の主要都市をカバーする帯状の地域を示す。 

図 8 観光ホテル部屋数及び稼働率 

 

受益者調査の結果では、地元住民に対する社会経済的インパクトについては、

それほど顕著なインパクトは見られず、約 3 割の回答者が「所得・売上の増加」

（33％）及び「ビジネス機会の増加」（33％）、などが確認されたものの、大多数

の地元住民は、「雇用機会」「教育の機会」「農業活動」「親戚づきあい」「村の

 
出所：スリランカ観光開発局 

図 7 スリランカへの外国人観光客数 
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安全性」などについて本事業実施前後で目立った変化はなかった（表 13）。 
一方、地元企業については、「所得・売上の増加」（74％）、「顧客数の増加」（62％）、

「ビジネス機会の増加」（66％）、「サービス・製品の数量の増加」（56％）、「サービ

ス・製品の質の向上」（48％）などのプラスの社会経済的インパクトが認識されてい

た（表 14）。上記の調査結果を見る限りでは、現在までのところ地元企業の方によ

り大きなプラスの社会経済的インパクトが見られることが分かった。 

 

表 13 地元住民への社会経済的インパクト 

項目 
増加・改善 変化なし 減少・悪化 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
所得・収入 21 33% 32 51% 10 16% 
雇用機会 9 14% 54 86% 0 0% 
ビジネス機会 21 33% 38 61% 4 6% 
教育の機会 14 22% 48 76% 1 2% 
農業活動 3 5% 49 78% 11 17% 
親戚づきあい 7 11% 53 84% 3 5% 
村の安全性 12 19% 47 75% 4 6% 
その他 0 0% 0 0% 0 0% 
出所：受益者調査結果 

 

表 14 地元企業への社会経済的インパクト 

項目 
増加・改善 変化なし 減少・悪化 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
所得・売上 37 74% 9 18% 2 4% 
顧客数 31 62% 12 24% 2 4% 
ビジネス機会 34 68% 11 22% 1 2% 
操業・営業時間 14 28% 21 42% 1 2% 
サービス・製品の数量 28 56% 15 30% 1 2% 
サービス・製品の品質 24 48% 21 42% 0 0% 
その他 0 0% 0 0% 0 0% 
出所：受益者調査結果 

 

以上より、南部高速道路の開通後、南部地域では投資件数や進出企業数の増加

が認められ、観光客数の増加に伴うホテル、飲食店、観光関連産業の業績拡大が

みられ、受益者調査の結果からも地元企業における「所得・売上の増加」「顧客数

の増加」「ビジネス機会の増加」などのプラスの社会経済的インパクトが認識され

ていた。よって、本事業は、南部地域の経済開発促進に対してプラスのインパク

トがあったと判断できる。 
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３.４.２ その他、正負のインパクト 

（１）自然環境へのインパクト 

本事業は大規模な道路の新設であり、「円借款における環境配慮のための JBIC

ガイドライン」上（1999 及び 2002 版ともに）A 種に分類されていた。環境影響評

価（EIA）は、スリランカの環境法（1980 年制定）で定められた手続きに則り、1999

年 7 月に事業認可機関（PAA）及び中央環境庁（CEA）の承認を取得した2223。そ

の後、最終的な路線の決定が行われ、環境管理計画が作成され、コントラクター

は環境管理計画に沿った工事の実施と環境対策及び環境モニタリング（四半期、半

年、一年毎の環境モニタリング報告書の提出）を実施し、本事業プロジェクト・マ

ネジメント・ユニット（PMU）の環境社会班及び施工監理コンサルタントがそのモ

ニタリングを行った。加えて、ADB により委託を受けた外部専門家による独立し

た環境モニタリングも実施された24。 

本事後評価では、コンサルタントが作成した環境モニタリング報告書のレビュ

ーを中心に確認をおこなったが、プロジェクト実施中の環境モニタリングは、環

境管理計画及び CEA ガイドラインに沿って実施され、土木工事に伴う必要な環境

対策が講じられており、特段のマイナスの影響は報告されていなかった。また、

道路開発局には、環境社会開発部があるが、彼らの業務は環境・社会アセスメン

トのチェックやデータベース管理が主であり、事業完了後の環境モニタリングに

ついては行っていない。道路開発庁、産業商業省ゴール地域事務所、ゴール商工

会議所等へのヒアリングでは、プロジェクト実施後に、大気質、騒音などについ

て、特段の問題は生じていないとの認識であった。一方、受益者調査の結果では、

特に高速道路沿線近くに住む住民からは、「交通量の増加に伴う騒音、振動、粉じ

ん、ゴミの増加」「樹木の伐採による気温の上昇」「雨季の洪水の増加」などとい

った、マイナスの影響が一定程度生じているとの認識であった。とりわけインタ

ーチェンジ付近のゴミの増加は、大きな問題として指摘されていた。 
なお、本事業対象区間の道路建設に関連して工事関係者および周辺住民の死亡災害事故

が発生した。これを受けて、本事業では、コントラクターの安全対策人員の補充・強化、

専門家による安全対策セミナーの実施、機材の定期点検の徹底、第三者の工事現場への立

ち入り防止対策など、更なる安全対策の強化が図られた。 

 

                                                        
22 CEA が EIA 承認を承認した際、①上流での洪水・排水不良や下流湿地帯への影響について軽減

策を講じること、②最終路線は南部地域の開発機会が最大となることに資すると同時に住民移転を

最小限に留めるように選定すること、といった条件が付された。 
23 EIA の内容及び手続きについて、民間団体が 1999 年 10 月に異議申し立てを行う訴訟を行ったが、

これに対し 2001 年 2 月に裁判所は、①本事業 EIA の手続きは法令上問題なく行われた、②裁判所

は代替案（鉄道案）検討の妥当性につき判断する立場にない、という理由で棄却した。 
24 本事業の実施に反対する一部住民（ADB 及び JICA 対象両区間の住民）が ADB のコンプライア

ンス・レビュー・パネル（Compliance Review Panel: CRP）に異議申し立てを行い、CRP の勧告のひ

とつとして、外部モニタリングが行われた。 
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（２）住民移転・用地取得 

本事業に伴う用地取得及び移転住民の概要は、以下の表 15 に示すとおり。本事

業対象区間では、600 世帯が移転対象となり、そのうち 229 世帯が本事業で整備し

た移転地区へ移り、残りの 371 世帯が自分たちで選んだ移転地区以外の場所へ移

転した。移転地区は、基本的に移転対象住民の以前の住まいと近い場所（約 2km

圏以内）に建設された。 

 

表 15 用地取得及び移転住民の概要（JICA 対象区間のみ） 

 対象 備考 

用地取得 
574.4 ヘクタール ROW を含む道路建設用地 
19.9 ヘクタール 住民移転地区建設用地 

移転住民 
600 世帯 被影響世帯 
229 世帯 移転地区（12 カ所）へ移った被影響世帯 
371 世帯 移転地区以外へ移った被影響世帯 

出所：道路開発庁 

 

用地取得及び住民移転は、住民移転実施計画（RIP）（2002 年策定）に基づき実

施され、そのなかで移転住民に対するさまざまな支援策が行われた。本事後評価

で実施した移転住民に対するサンプル調査（サンプルサイズ 100）の結果からは、

移転住民に対する補償及び支援策などにより、移転後の移転住民の所得、生活環

境及び経済状況は一定程度回復及び改善されていることが確認できた（図 9）。一方

で、有識者のコメントからは、一部の移転地区では、飲み水へのアクセスや生活

インフラ、及び移転住民と地域コミュニティとの関わり方などにおいて課題があ

ることも分かった。住民移転の概要及びサンプル調査の結果、及び有識者のコメ

ントは、別紙の「コラム：移転住民の移転後の生計回復状況」及び「コラム：現地

有識者のコメント」を参照願いたい。 

 

   
出所：移転住民サンプル調査結果 

図 9 移転住民に対するサンプル調査結果 

 

以上より、本事業の実施によりコロンボ圏と南部地域との間の所要時間が短縮

され、両地域の交通が円滑化した。南部高速道路沿線の地元住民・企業の本事業



 25 

に対する満足度も高い。車両の走行性向上による安全性及び快適性の向上、南部

地域の経済開発促進などのプラスのインパクトも認められた。一方、本事業を含

む 3 つの高速道路からなるコロンボ圏高速道路網の一部区間の未完成や、コッタ

ワ・インターチェンジとコロンボ市内との間の一般道路の慢性的な渋滞などの外

部要因により、南部高速道路の一部区間では目標値に対する交通量が未達成であ

った。またコロンボ圏では、自動車登録台数の増加、公共交通サービスの未整備、

不十分な道路ネットワークなどの問題を抱えており、本事業の実施のみでコロン

ボ圏の渋滞緩和を実現するには限界があることもわかった。しかしながら、本事

業が目指したコロンボ圏と南部地域の間の交通円滑化は達成され、本事業は南部

地域の経済開発促進などを含む地域社会経済にとって多くのプラスのインパクト

をもたらしている。また移転後の移転住民の所得、生活環境及び経済状況につい

ても、一定程度の回復及び改善が確認された。 

 

よって、本事業の実施によりおおむね計画どおりの効果の発現がみられると判断で

きることから、有効性・インパクトは高い。 

 

３.５ 持続性（レーティング：③） 

３.５.１ 運営・維持管理の体制 

本事業施設の運営維持管理（O&M）は、

道路開発庁（RDA）の高速道路管理・運

用・維持管理部が担当する。同部は、

南部高速道路の建設に合わせて、有償

附帯プロジェクト「高速道路運営管理プ

ロジェクト」（2009～2012 年）の提案

に基づき、高速道路庁が設立されるま

での当面の体制として道路開発庁内に

新たに設置された組織であり、現在は、

南部高速道路に加えて、コロンボ－カ

トナヤケ高速道路及び大コロンボ外環

状高速道路の 3 つの高速道路の運営維

持管理を担当する。同部の主要業務は高速道路に係る、交通管理、検査及び維持

管理、施設管理、料金徴収などである。事故損害修理及び草刈などの作業を除い

ては、同部が直営で実施している。一方、同部では、将来的に一部の区間の維持

管理業務については、パフォーマンス・ベースト・コントラクト方式による外部

委託を導入することも検討している。 

2016 年 2 月現在の高速道路管理・運用・維持管理部の職員数は 981 人である。

各部署の人員配置については、施設管理課、電気施設維持管理課、IT 通信システ

表 16 高速道路管理・運用・維持管理部 
の部署別要員配置 

部署名 職員数 
料金徴収課 489 

交通管理課 156 
道路維持管理課 214 
施設管理課 2 
電気施設維持管理課 21 
IT・通信システム維持管理課 10 
機械課 18 
管理課 53 
財務課 12 
調達課 6 

合計 981 
出所：道路開発庁 
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ム維持管理課などについては、人員不足があるものの、限られた人員で一定レベ

ルの維持管理は行っており、事業施設の運用には問題は生じていない。それ以外

の部署については、適切な要員配置がなされている（表 16）。 

なお、高速道路庁設立のための法案は、スリランカ国会にて引き続き審議中で

あり、事後評価時点では設立の具体的な時期の目途は立っていない。高速道路管

理・運用・維持管理部によると、将来、高速道路庁が設立される場合は、現在の

高速道路管理・運用・維持管理部がそのまま新組織に引き継がれる予定とのこと

である。道路開発庁の組織図は以下の図 10 に示すとおり。 

よって、運営維持管理の体制面での問題はみられない。 
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出所：道路開発庁 

図 10 道路開発庁の組織図 

 

３.５.２ 運営・維持管理の技術 

南部高速道路はスリランカで最初に建設された高速道路であり、道路開発庁は

高速道路の運営維持管理の経験がなかった。そのため、本事業と並行して、有償

附帯プロジェクト「高速道路運営管理プロジェクト」（2009～2012 年）（実績 1.65

億円）が実施され、道路開発庁の高速道路の運営管理能力の強化を目的に、①交通

管理、点検・維持修繕、料金収受に係る組織体制の構築、②職員の交通管理、点

検・維持修繕、料金収受に関する能力の定着、③高速道路供用後、交通管理、点

検・維持修繕、料金収受の適切な実施のための支援が行われた。また、有償勘定

研修「高速道路運営管理」（2012 年）も行われた。加えて、ADB により道路施設

の運営維持管理に係る技術支援が行われた。 
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高速道路管理・運用・維持管理部の職員は、数名の幹部職員を除いては、同部の

創設に合わせて新たに雇用されたものであり、上記有償附帯プロジェクトでは、

彼らに対して高速道路の料金徴収、交通管理について一から研修・指導を行って

おり、同部の人材育成に対して大きな貢献があった。本邦研修に参加した 6 名の

うち 3 名は、各部署の責任者として現在でも高速道路管理・運用・維持管理部に

勤務しており、彼らを通じて日本で習得した知識・技術が他の職員へ普及してい

る。同部では、料金徴収、交通管理、車両重量計測、交通安全、財務・調達等に

係る研修を少なくとも毎年 1 回実施している。また、有償附帯プロジェクトで作

成された各種マニュアル（料金徴収マニュアル、検査・維持管理マニュアル、交通

管理マニュアル）は、日々の業務で活用されている。2011 年の開通から既に 5 年

以上が経過しているが、技術的能力の不足に起因する運営維持管理上の特段の問

題は報告されていない。 

完成後 7～8 年の周期で路面のオーバーレイなど大規模メンテナンスを行う必要

があり、今後 3～5 年以内に対応すべき段階に来ている。それに備えて、高速道路

管理・運用・維持管理部では、現在、南部高速道路全区間の路面状態の調査及び

評価を実施中である。オーバーレイなどの大規模補修計画の策定、詳細設計書の

作成、調達・施工監理は、道路開発庁本部の高速道路設計部、橋梁設計部を始め

とする関連部署の支援を受けて、高速道路管理・運用・維持管理部が実施するこ

とになっており、現在、そのための準備に取り掛かっている。 

よって、運営維持管理の技術面での問題はみられない。 

 

３.５.３ 運営・維持管理の財務 

南部高速道路の運営維持管理予算は、計画及び実績額ともに毎年、増加してい

る（表 17）。通行料収入は、財務省の別の勘定で管理され、全て高速道路の運営

維持管理予算に充てられる（表 18）。現在の南部高速道路の運営維持管理は、日

常保守やマイナーな補修などが中心であるため、通行料収入で十分に賄えており、

余剰金は将来の維持管理のための財源として貯蓄されている。 

 
表 17 南部高速道路の運営維持管理予算 

単位：千ルピー 

 
2012年 2013年 2014年 2015年 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 
維持管理費 70,375 63,179 145,144 120,877 390,150 134,174 340,213 172,286 
運営費 491,487 440,450 692,879 568,459 841,474 793,103 928,391 832,211 

合計 561,862 503,629 838,023 689,336 1,231,624 927,277 1,268,604 1,004,497 
出所：道路開発庁 
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表 18：南部高速道路の収入 
単位：千ルピー 

 2012年 2013年 2014年 2015年 
通行料金 1,019,133 1,259,027 2,153,265 3,121,545 
牽引料金 4,398 5,547 7,742 9,962 
事故処理 23,879 26,421 38,507 53,428 
合計 1,047,409 1,290,995 2,199,514 3,184,935 
出所：道路開発庁 

 

ただし、オーバーレイのような大規模修繕には多額の投資が必要になり、通行

料収入のみではカバーできないため、政府による追加的な予算措置が必要となる。

2015 年の政権交代に伴い、新政府は 2016 年以降の新たな国家開発計画の策定を準

備中であり、各セクターの開発計画及び投資計画についても上記の国家開発計画に

合わせて策定される予定である。実施機関によるとこの新しい枠組みのなかで、大

規模メンテナンスの予算措置について、今後、検討される予定とのことである。 

よって、運営維持管理の財務面での問題はみられない。 

 

３.５.４ 運営・維持管理の状況 
高速道路管理・運用・維持管理部では、道路舗装、橋梁、付帯施設について、日

常保守、定期点検、予防保守などを実施している。2014 年までは、コントラクター

による保証期間（瑕疵担保責任）にあたるため、それまでに生じた不具合について

コントラクターによる補修が行われている。そのこともあり、事後評価時点での南

部高速道路の施設は、良好な状態に保たれている。また維持管理用機材・車両も稼

働している。スペアパーツ等の調達の問題も生じていない。 

よって、運営・維持管理の状況についての問題はみられない。 

 

以上より、本事業の運営・維持管理は体制、技術、財務状況ともに問題なく、本事

業によって発現した効果の持続性は高い。 

 

４. 結論及び提言・教訓 

４.１ 結論 

本事業は、コロンボ近郊から南部マータラまでの区間に高規格自動車専用道路（全

長 125km、4 車線）を建設することにより、コロンボ圏と南部地域の間の交通円滑化

を図り、もってコロンボ圏の渋滞緩和、スリランカ南部の交通の安全性向上及び経済

開発に寄与する目的としていた。このような目的は、スリランカの開発政策、開発ニ

ーズ及び日本の援助政策に合致しており妥当性は高い。本事業の実施によりコロンボ

圏と南部地域との間の所要時間が短縮され、両地域の交通がより円滑化し、車両の走

行性向上による安全性及び快適性の向上、南部地域の経済開発促進などのプラスのイ

ンパクトも認められた。一方、南部高速道路の起点のコッタワ・インターチェンジと
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コロンボ市内との間の一般道路の慢性的な渋滞や南部高速道路と接続するコロンボ市

郊外の他の高速道路が一部未完成であるため首都圏の高速道路網全体としての利便性

が十分に発現できていないなどの外部要因により、南部高速道路の一部区間では目標

値に対する交通量が未達成であった。またコロンボ圏の渋滞緩和の実現には、本事業

のみで対応するには限界があることもわかった。しかしながら、コロンボ圏と南部地

域の間の交通円滑化という主要目的は、本事業の実施によりおおむね計画どおりの効

果の発現がみられ、有効性・インパクトは高いと判断される。一方、本事業は事業費、

事業期間ともに計画を大幅に上回ったため、効率性は低い。本事業の運営・維持管理

は体制、技術、財務状況ともに問題なく、本事業によって発現した効果の持続性は高

い。 

以上より、本事業の評価は高いといえる。 

 

４.２ 提言 

４.２.１ 実施機関への提言 

①高速道路の安全性・利便性の向上について 

 動物との衝突による事故は、3 番目に多い事故原因となっていることから、高

速道路内への動物の侵入を防ぐための対策を早急に検討する必要がある。 

 事故があった場所などでは、ガードレールの反射板の復旧工事が行われていな

いケースがあることから、破損した反射板の復旧対策を早急に実施する必要が

ある。 

 風が強い一部区間については、情報掲示板などでドライバーに知らせる工夫を

行うなどの対策を検討する必要がある。 

 インターチェンジの出口の表示板に、付近の大きな町や市などの名称も合せて

標記すると利用者にはわかりやすいため、その対応について検討する必要があ

る。 

 インターチェンジ付近ではドライバーによるゴミの投棄が多く、周辺住民にと

って大きな問題となっている。高速道路の環境面及び景観の観点からも、イン

ターチェンジ付近でのゴミの投棄の取締りや注意喚起に加えて、清掃活動、ド

ライバーに対する啓発活動に取り組む必要がある。 

 

②高速道路の運営維持管理について 

 今後 3～5年以内にオーバーレイなどの大規模補修の必要性が生じることから、

そのための計画策定、技術移転、予算措置などを含めて、道路開発庁は高速道

路管理・運用・維持管理部に対して必要な支援を行うことが求められる。 
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③コロンボ中心部からコッタワ・インターチェンジまでの既存国道の渋滞緩和に

ついて 

 コロンボ中心部からコッタワ・インターチェンジまでの既存国道が慢性的に渋

滞し、その区間の通行に約 1 時間程度の時間を要するため、利用者にとって高

速道路による時間短縮効果を十分に享受できない状況にある。コロンボ中心部

からコッタワ・インターチェンジまでの区間のアクセス性を向上させるため、

道路開発庁はコロンボ市内及び周辺地域の道路ネットワークの整備に引き続

き取り組んでゆくことが望まれる。 

 

４.２.２ JICA への提言 

なし。 

 

４.３ 教訓 

（１）事業効果の発現及び持続性の確保のための運営維持管理機関の能力強化 

本事業は、無償資金協力「高速道路・道路交通情報提供システム整備計画」及び有

償附帯プロジェクト「高速道路運営管理プロジェクト」と連携して実施され、高速道

路の整備のみならず、交通情報提供システムの整備や料金徴収や交通管理などに係る

人材育成を行うなど、高速道路の運用システムや実施機関の能力強化も含めた包括的

な支援を行った。とりわけ南部高速道路は、スリランカで初めての高速道路の整備で

あり、その運営維持管理機関も道路の建設に合わせて新設されたものであり、高速道

路の運営維持管理機関の能力強化も含めたハード、ソフト両面での支援は、事業効果

の発現及び持続性の確保の点からも重要であった。 

 

（２）因果関係に基づくプロジェクト目標の設定 

審査時における本事業のプロジェクト目標として「コロンボ圏と南部地域の間の交

通円滑化」及び「コロンボ圏の渋滞緩和」の二つが掲げられていた。しかしながら、

本事後評価において、「インプット－アウトプット－アウトカム」の因果関係を確認

した結果、「コロンボ圏の渋滞緩和」は本事業の直接的な効果というよりは間接的な

効果（インパクト）と捉えた方が妥当であると判断し、事業概要を整理しなおしたう

えで、評価を行った。将来の案件形成においては、事業スコープとその直接的効果と

して達成されるアウトカム、及び間接的効果であるインパクトとの因果関係、及び前

提条件や外部条件などを十分に整理したうえで、適切なプロジェクト目標やインパク

トの設定を行うべきである。 

 
以上 
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主要計画 /実績比較  

項   目  計   画  実   績  

①アウトプット   
(1) 土木工事 高規格自動車専用道路：延長 67km、4 車

線 
Package 1 
 ｺｯﾀﾜ～ﾄﾞﾀﾞﾝｺﾞﾀﾞ（35km、4 車線） 
Package 2 
 ﾄﾞﾀﾞﾝｺﾞﾀﾞ～ｸﾙﾝﾄﾞｩｶﾞﾊﾍﾃｸﾏ（31.6km、2

車線） 
Package 3 
 Package 2 区間の 4 車線への拡幅 

計画どおり 

(2) 運営・維持管理に係る

施設建設及び調達

（ADB 区間含む）（※） 

Package 4 
 運営維持管理施設：2 ヵ所 
 事務所棟の設置：9 カ所（ADB 対象区

間も含む） 
 料金所の設置：11 カ所（ADB 対象区間

も含む） 
 運営・維持管理に必要な車両等の調

達：牽引車、救急車、消防車等  

 
計画どおり 
8カ所  
 
8カ所  
 
計画どおり（ただし、一部の車両につ

いては、ADB の資金により調達） 
(3) コンサルティング・サー

ビス（施工管理） 
（業務内容） 
 詳細設計のレビュー 
 入札補助、施工管理 
 環境モニタリング 
（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：533.5 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：5,988 M/M（ｻﾎﾟｰﾃｨﾝ

ｸﾞ･ｽﾀｯﾌ含む） 

（業務内容） 
計画どおり 
 
 
（業務量） 
 国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：395 M/M 
 ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：2,858 M/M（ｻﾎﾟｰﾃｨﾝ

ｸﾞ･ｽﾀｯﾌ除く） 

(4) コンサルティング・サー

ビス（運営・維持管理に

係る技術支援） 

（業務内容） 
 運営・維持管理（料金徴収含む）に係る

計画及び関係者との調査等に係る支援 
 民間への委託に係る入札支援 
 運営・維持管理に係る施設・機材の入

札支援及び施工管理 
 高速道路庁の能力強化支援 

（業務内容） 
 計画どおり（ただし、ETC システムの

導入は未実施  
 対象外（ADB により実施） 
 計画どおり 

 
 対象外（ADB により実施）（ただし、

高速道路庁は未設置） 
（業務量） 
国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：36 M/M 
ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：87 M/M 

（業務量） 
国際ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：15 M/M 
ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：66 M/M 

②期間  
（第一期審査時） 
 

 
2001年3月30日～2005年12月 

（57カ月） 

 
2001年3月30日～2013年9月 

（151カ月） 
（第二期審査時） 
 

2001年3月30日～2011年10月 
（127カ月） 

③事業費  
  外貨  
  内貨  
  合計   
  うち円借款分  
  換算レート 

 
26,399百万円  
24,945百万円  
51,344百万円  
36,269百万円  

1ルピー＝1.05円 
（2007年9月） 

 

 
27,307百万円  
36,153百万円  
63,460百万円  
36,180百万円  

1ルピー＝1.019円  
1ドル＝104.64円  

（2000～2013年平均） 
 

以 上 
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JICA 評価部 

 

有識者見解について 

 

本事後評価実施にあたっては、外部評価者による DAC5 項目に沿った事後評価に加え、

より専門的・多様な視点が反映されるようスリランカの現地有識者に本事後評価の意見を

求める取組を行った。有識者は外部評価者が選定し、コロンボ大学社会学部・前准教授（現

客員講師）のラマニー・ジャヤティアカ博士（Dr. Ramanie Jayatiaka）からの協力を得た。 

ジャヤティアカ博士は、農村社会学及びジェンダー学を専門とする社会学者で、1973 年

から 2015 年 3 月に退職するまでの 40 年以上にわたりコロンボ大学で教鞭をとる一方、現

地 NGO であるスリランカ女性研究センター（Centre for Women's Research）及びスリランカ

開発ファシリテーションセンター（Sri Lanka Centre for Development Facilitation）の理事とし

て、コミュニティー組織の能力強化を通じた貧困削減や女性のエンパワメント等の支援活

動にも長年、携わってきた。そのため、本事後評価では、追加的に本事業の実施に伴う移

転住民の生計向上回復状況に係る調査を行うこととし、調査の設計、実施、調査結果のと

りまとめについて、現地有識者の立場から助言をいただくとともに、移転住民に対するフ

ォーカスグループ・ディスカッションの実施と結果のとりまとめ、及び教訓の抽出をいた

だいた。 

本調査の結果は、本報告書の別紙にコラムの形で外部評価者がまとめるとともに、ジャ

ヤティアカ博士によるフォーカスグループ・ディスカッションの分析結果を「コラム：現

地有識者のコメント」として掲載している。 

以上 
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別紙 

コラム：移転住民の移転後の生計回復状況 
 
（１）移転住民及び移転地域 
本事業に伴う移転対象世帯は 600 世帯であり、そのうち本事業で整備した移転地区に移

ったのが 229 世帯、自らの選択で移転地区以外の場所に移った世帯は 371 世帯であった。

移転地区に移った世帯は、基本的に以前の住まいと近い場所（約 2km 圏以内）にある 12
カ所の移転地区に移転し、一地区当りの世帯数は 8～40 世帯程度の規模であった。 

 
移転地区の様子 

   
Sawsiri Uyana 移転地区 Rusiri Sewana 移転地区① Rusiri Sewana 移転地区② 

 
（２）移転住民への補償 

従来のスリランカ国内法（土地収用法 1950/1956 年）では、用地取得及び住民移転につ

いては、物件補償査定が中心で、土地・家屋等の不動産については、市場価格をベースと

した政府評価額に基づき査定し、補償を行うのが通例であった。しかしながら、本事業で

は上記に加えて、住民移転実施計画（2002 年策定）に基づき、「再取得価格（Replacement 
cost）」の考え方がスリランカで初めて導入され、家屋移転費（引っ越し期間中の仮住ま

いの家賃を含む）、農作物、立ち木、門扉・井戸・電気配線等の付帯構造物、所得・営業

損失に対する補償なども含めて補償の対象に含まれた。また土地の所有権を持たない住人

に対しても、家屋移転費、付帯構造物等に対する補償が認められた。 
また、補償プロセスへの被影響住民の意見の反映と参加を促進するメカニズムとして、

新たに土地収用及び住民移転委員会（LARC）が設置された（注１）。被影響住民との補償

交渉は、まず、郡の地方行政官レベルで開催される LARC を通じて行われ、そこで補償

交渉がまとまらない場合は、中央省庁レベルの Super LARC の場で、最終的な合意形成・

決定が行われることとなった。 
本事業で採用された上記の用地取得及び住民移転の制度は、国際的な基準に準ずるもの

であり、スリランカ国内で実施される開発事業・公共事業としては、初めての取り組みで

あった。この制度の導入及び実施にあたっては、ADB が中心となり技術協力などを通じ

て実施機関や関係機関を支援した一方、JICA も ADB とともに円滑な用地取得及び住民移

転の実施のために、実施機関に対して積極的に働きかけを行った。本事業での経験を基に、

スリランカ政府は 2008 年に土地収用法を改訂し、「再取得価格」に基づく補償金額の評

価や土地の所有権を持たない住民に対する補償の拡大などが正式に規定として盛り込ま

れた。 
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（注 1）土地収用及び住民移転委員会（LARC）は、2002 年に策定された住民移転実施計画（RIP）に基

づき設置されたもので、その役割は、①土地・資産の再取得価格を決めること、②政府と被影響住民と

の間のコンサルテーション、交渉の場を提供すること、③非自発的な住民移転におけるより公正で参加

型のプロセスを促進すること。この LARC のメカニズムの導入により、より迅速な用地取得手続きの実

施を促し、将来の訴訟に発展するような苦情を回避することが期待された。LARC のメンバーは、地方

行政官（Divisional Secretary）、STDP 地方事務所、国土省測量局、大蔵省評価局、土地所有者などであ

る。 
 

（３）移転住民に対する支援策 
本事業では、住民移転実施計画（2002 年策定）に基づき、基礎インフラを整備した移

転地区の整備や所得回復支援などを含む以下の支援プログラムが実施された。 
 

住民移転実施計画に基づく支援プログラム 
No 支援プログラム 内容 

1 移転地区開発プログラム アクセス道路、電気、水道・井戸、排水路などの基礎的インフラを完備した

住宅地の整備 

2 住宅組合開発プログラム 移転地区住民による住民組織作りの支援（組合運営方法の研修及び指導

など）、コミュニティーホールの建設支援 

3 生計回復プログラム 移転住民に対する職業訓練（コンピューター操作、裁縫など）、起業支援

（家内工場を営む世帯に製造機械の供与など）、農業支援 

4 家庭菜園プログラム 移転住民の敷地内でのココナッツ、果樹、野菜等の栽培支援（種苗の提

供、栽培方法の指導など） 
5 苦情改善委員会 移転住民を含む対象地域住民からの苦情・要望への対応 

 
生計回復プログラムについては、2006～2008 年にかけては実施機関が現地 NGO である

SEEDS（Savodaya Economic Enterprise Development Service Ltd）に委託して実施されたが、

SEEDS の能力不足により十分に満足すべき成果が得られなかった。そのため、2008 年に

実施機関は継続して支援が必要な貧困世帯 22 世帯（全て JICA 対象区間の移転住民）を

特定した後、彼らを対象に事業完了まで実施機関自らが生計回復プログラムを実施した。 
 
（４）移転住民へのインパクト 
本事後評価では、JICA 対象区間の移転住民（世帯）を対象にサンプル調査を実施した。

サンプルサイズは 100 で、内訳は本事業で整備した移転地区に住む世帯 86（8 カ所の移転

地区）、自らの意思で移転地区以外に移住した世帯 14（4 カ所）であった。サンプル調査

は、構造型インタビュー票を使って個別面談形式で行い、地理的なバランスを考慮して調

査サイト 12 カ所の選定を選定し、各調査サイト（移転地区）でのサンプル（インタビュ

ー対象世帯）は、無作為に抽出した。サンプルサイズ 100 は、移転世帯全体の 16.7％、移

転地区に住む移転世帯の 36.7％をカバーする計算となる。 
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サンプル調査における地区ごとのサンプルサイズの内訳 
No 移転地区名 近隣コミュニティー名 サンプルサイズ 

＜本事業で整備した移転地区に住む住民＞ 
1 Sathutu Uyana Dodangoda/Kaluthara 12 
2 Rusiri Sewana Kaluthara 19 
3 Atakohota Kanda Elpitiya/ Galle 10 
4 Wasana Uyana Galle 3 
5 Shanthi Uyana Molaboda 6 
6 Sawsiri Uyana  Diyagama 17 
7 Annasigalawatta Kaluthara 8 
8 Miriswatta Welipenna 11 

小 計 86 
＜自らの意思で移転地区以外に住む住民＞ 

1 Dodangoda 2 
2 Gelanigama 8 
3 Kahathuduwa 1 
4 Pinnaduwa 3 

小 計 14 
合 計 100 

 
上記の 8 カ所移転地区のうち Sawsiri Uyana 地区を除く移転住民は、移転前の居住地が

移転地区から約 1.5km 圏にあり、その多くが移転前と同じコミュニティーの構成員であ

った。一方、Sawsiri Uyana 地区の住民は、様々な場所の出身者で構成されており、移転

地区から 0.5～1km 圏内から移転した住民もいれば、自らが希望して 25～30km 離れた場

所から移転した住民もいた。 
なお、この調査については、コロンボ大学社会学部・前准教授（現客員講師）のラマニ

ー・ジャヤティアカ博士（Dr. Ramanie Jayatiaka）に現地有識者として参加いただき、上

記調査に係る設計、実施、調査結果のとりまとめについて、助言・支援を受けた。 
 

①移転に伴う経済的・社会的インパクト 
移転前と移転後とを比較した所得の変化については、

回答を得た 51 世帯のうち 45％（23 世帯）が「所得が増

加した」、33％（17 世帯）が「所得が減少した」、22％
（11 世帯）が「変化なし」との回答であった。「所得が

増加した」と回答した 23 世帯のうち 11 世帯が、所得の

増加と本事業との間に因果関係があるとの認識で、所得

増加の理由として「移転地区での新しいビジネス機会の

獲得」「補償金を活用した新規ビジネスの開始（例えば、

三輪タクシーによる交通サービス、新たに購入した耕作

地での農業）」「就職」などが挙げられていた。 
一方、「所得が減少した」と回答した 17 世帯中 14 世

帯についても、所得の減少と本事業との間に因果関係が

あるとの認識を示しており、所得減少の理由として「農

地の損失」「家畜を飼育するスペースの損失」「移転後

の自宅から職場までの距離が遠くなったことによる離
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職」「移転に伴う従来のビジネス顧客の喪失」などが挙げられた。特に、移転前に家庭菜

園で多くの種類の野菜や果物を栽培していた世帯は、移転後には各世帯に割り当てられた

区画内の限られたスペースで家庭菜園を行っているため、外の店から野菜などを購入せざ

るを得ず、生活費が上昇している。また移転地区の土壌は必ずしも菜園に適しているとは

限らず、十分な用水の確保が難しい地区もあり、以前と同じ環境で家庭菜園を行うことが

難しいケースも見られた。一方で、全体の 72％（72 世帯）は、移転後において職業に変

化はなかった。 
各種サービスへのアクセスについては、約 5 割の回答者が、旧居住地区と比べて移転地

区での「買い物」「医療」「教育」「公共交通」「道路」などへのアクセスが改善したと

回答した。「飲み水」へのアクセスについては、36％が改善と答える一方、22％が悪化し

たとの認識であった。また大部分の世帯が、移転前は調理にカマドを使用していたのが、

移転後はガスコンロの使用へと変化した。現在の生活環境については、「改善した」が

39％、「悪化した」が 16％、「変化なし」が 43％、「未回答」が 2％であった。 
 
②補償パッケージに対する満足度及び移転後の生計回復状況 

インタビュー対象者の 21％が、本事業が行った生計回

復プログラムの支援を受け、そのうち 33％が、この支援

が生計回復の助けになったと回答した。 
補償パッケージに対する満足度ついては、回答の 67％

が「一定の満足」以上（「非常に満足」が 10％、「一定

の満足」が 57％）を示し、回答者の 33％が、「一定の不

満足」および「不満足」との回答であった。満足度の高

かった回答者の多くは、移転前は粗末な家屋に住み所得

も少なかったが、法的に所有権が認められた一定の区画

（土地）を与えられ、そこに補償金を使って家を新築し、

一部の回答者は補償金を元手に新しいビジネスを始める

ものあった。移転前に経済的に貧しい暮らしをしていた

住民にとっては、移転に伴う補償金の収入や一定のイン

フラが整備された移転地区の土地（所有権付き）の供与、

また一連の支援策などは、経済面、環境面で生活を向上

させるきっかけとなったと考えられる。また満足度が低

かった回答者については、かつて親や子供家族世帯が一

緒に生活する大家族を営んでいた世帯が多かった。これ

は、両親に対して支払われた補償金を一緒に暮らす子供

世帯で共有する必要があり、独立した世帯を営む他の世

帯と比べると大家族の一世帯当たりが受け取る補償金額

が少なかったことが要因である。また以前の住まいでは、

家庭菜園から臨時収入などを得ていたが、移転地区では

以前ほどの広さの土地を得ることができず、そのような収入源を失ったことも要因であっ

た。これらの補償パッケージに対する満足度の理由については、上述の所得の変化の理由
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とも共通する部分もある。 
最後に、現在の経済状況について尋ねたところ、「ある程度良い」以上の回答が 81％

（「非常に良い」が 1％、「良い」が 37％、「ある程度良い」が 43％）、「良くない」

が 19％であった。また、現在の幸福度・生活の充実度（well-being）ついては、「一定の

満足」以上の回答が 81％（「非常に満足」が 22％、「一定の満足」が 59％）、「一定の

不満足」および「不満足」が 18％、「未回答」が 1％であった。 
 
③女性住民を対象としたフォーカスグループ・ディスカッション 
上記のサンプル調査に加え

て、現地有識者であるラマニ

ー・ジャヤティアカ博士の協力

を得て、移転地区 4 カ所

（Sawsiri Uyana 地区、Rusiri 
Sewana 地区、Atakohota Kanda
地区、Sathutu Uyana 地区）の

女性住民を対象にフォーカス

グループ・ディスカッションを実施した。対象者は各地区の訪問時に在宅中の女性（全員

が住宅組合メンバー）に集まってもらい、1 地区につき 10～15 名（合計 40～60 名）が参

加した。その結果、共通する事柄・課題として以下が明らかになった。 
 
 移転地区で移転住民に割り当てられた区画の全てに住民は住んでおらず、一部の区

画は更地のまま残されていたり、転売されている区画もあった。例えば、Sawsiri 
Uyana 地区や Atakohota Kanda 地区などは、地区全体の約半分が居住者がない区画で

あった。 
 移転地区の地価が高騰している。ある地区では、現在の土地の価格が移転時と比較

すると約 10 倍に値上がりした。 
 住宅組合の活動状況は、移転地区により異なる。ある移転地区の住宅組合は、現在

でも活発に活動している一方、ある地区では住宅組合は休眠状態にある。この要因

としては、移転地区の住民の構成や背景が影響していると思われる。例えば、Sawsiri 
Uyana 地区は、ほとんどの住民がそれぞれ違う場所から移り住んできた人たちから

構成される一方、Rusiri Sewana 地区、Atakohota Kandaa 地区、Sathutu Uyana 地区の

住民のほとんどは、同じ村から移り住んできた人々ですでにコミュニティー内の人

間関係が出来上がっている人々から構成されていた。前者は住宅組合はあまり機能

しておらず、後者は継続して活動している。 
 移転地区のアクセス道路と排水施設に対する満足度は低い。住民は本事業で整備し

たアクセス道路を土や砂利による土系舗装ではなく、雨天時での通行が容易なアス

ファルト舗装を希望している。また雨季などには道路が冠水して通行が困難となる

ため、アクセス道路の両側にある排水路をより容量の多いコンクリート製への改修

を希望している。 

フォーカスグループ・ディスカッションの様子 

  
Sawsiri Uyana 移転地区 Rusiri Sewana 移転地区 
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 Sawsiri Uyana 地区及び Atakohota Kanda 地区では、飲料水の問題があった。Sawsiri 
Uyana 地区は、公共給水サービスが普及していないため、本事業による共同井戸及

び各戸井戸の建設を行った。しかしながら、時間の経過や周辺地域の開発等の影響

もあり、使用する井戸の水量の減少や水質の悪化がみられ、問題となっている。ま

た、Atakohota Kanda 地区では、各戸井戸を持たない高い場所に住む住民の水へのア

クセスが問題となっている。なお、移転住民に対するサンプル調査でも Sathutu 
Uyana 地区及び Shanthi Uyana 地区などで、飲料水へのアクセスに問題があることが

確認されている。 
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コラム：現地有識者のコメント 
 
移転住民に対するフォーカスグループ・ディスカ

ッションより得られた定性的な分析の結果からは、

移転住民の一般的な認識では、移転前と比べて彼ら

の暮らし向きが良くなったというものであった。移

転前の多くの移転住民の土地所有形態は共同所有

であったが、現在では各世帯がそれぞれの土地の所

有権を得た。しかしながら、一部の世帯では、家族

の間で補償金を分配する際に、家族内で争いが生じ

た例もあった。以前の居住地の近くの移転地に移り

住むことできた住民については、新しい移転地でも

以前と同じ暮らしを続けることができ、同じサービスへアクセス可能であり、何の妨げ

もなく近所づきあいを続けることができた。一方、遠くの場所から来た移転住民につい

ては、移転先のコミュニティーでは新来者との意識があり、現在でも以前住んでいたコ

ミュニティーとの関わりを絶やさないようにしている。 
安全な水などのベーシックニーズの整備は、いかなる住民移転計画においても必須で

ある。しかしながら、Sawsiri Uyana 地区及び Atakohota Kanda 地区の移転住民は、安全な

水へのアクセスを奪われていた。このことは、同地区の住民、とりわけ女性、子供、病

人など脆弱なグループに多くの困難をもたらしている。これは、移転住民の一部は、移

転地区に土地が与えられてはいるものの、地区内へ引っ越してきていない主要因の一つ

であると筆者は考えた。 
排水路をコンクリート製へ改修したり、土系舗装のアクセス道路をアスファルト舗装

道路へ改修したり、また一部の地区で未実施のコミュニティーホールの建設などについ

ては、プロジェクトが完了した現在では、各地区の移転住民の責任で行うことになって

いるが、聞取りを行った移転住民から筆者が受けた印象では、このことは道路開発庁

（RDA）に対する住民の悪感情を招いているようである。移転住民は、RDA や各移転地

区が所属する村議会政府（Pradeshiya Sabhas）25に、排水路の改修、アクセス道路の改修、

コミュニティーホールの建設等の要望を申し入れているものの、村議会政府からは「RDA
移転地区住民」なのだから、要望があれば RDA に対して出すべきであると言われ、村議

会政府に対する住民の要望は聞き入れられていない。移転地区は本事業により新しく開

発された地域であり、また一部の住民はそのコミュニティーから遠く離れた場所から来

た新来者であることもあり、移転住民と村議会政府との結びつきが弱いことも、住民の

要望がなかなか受け入れられない原因でもあるように思われる。 
用地取得や住民移転手続きが開始された当初は、住民と政府関係者との間で、補償パ

 

コロンボ大学社会学部・前准教授 
（現客員講師） 

ラマニー・ジャヤティアカ博士 

                                                        
25 スリランカの地方行政機構は、中央政府ラインである県（District）と、州議会及び地方議会政府の並列

機構になっている。州議会政府の地方行政機構としては、州評議会政府（Provincial Council）の下に、都市

部に位置する場合は市議会政府（Urban Council）、半都市部の場合は町議会政府（Municipal Council）、村

落部の場合は村議会政府（Pradeshiya Sabha）が設けられている。地方議会政府の権限は、一般公衆衛生、

保健、水道、ゴミ処理、下水等の環境や社会サービスなどが中心である。 
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ッケージに対するコミュニケーションギャップが存在した。そのため、一部の移転住民

は、仮に自分たちが補償パッケージに関して十分な知識があり、もっと要求したならば、

さらに良い条件の補償が受けられたはずだと思っていた。このコミュニケーションギャ

ップを引き起こした要因としては、補償手続きに対する限られた住民の理解力とともに、

プロジェクトの初期段階において本事業の新しい補償スキームに対するスリランカ政府

の不慣れがあったことも考えられる。 
また、本事業の住民移転では LARC という枠組みが設けられ、住民参加型による補償

交渉及び手続きが行われたが、一方で移転後の住民の生活状況のモニタリングについて

は、実施機関である RDA が中心的な役割を担い、そのプロセスに移転住民や地方自治体

が関与する機会は限られていた。地方自治体の協力のもと移転後の生活再建に住民自身

がオーナーシップをもって取り組むためにも、移転後のモニタリングについては、移転

住民及び地方自治体も関与するかたちで行われることが望ましかった。 
 
＜教訓＞ 

上述の結果を基に、JICA、RDA 及びスリランカ政府に共通する教訓を以下に示す。 
 移転地区は、可能な限り移転住民が移転前に住んでいた場所の近くに整備すべきで

ある。 
 移転地区は、暮らしに必要な全ての施設やサービス、とりわけベーシックニーズが

提供可能な場所を慎重に選ぶべきである。住民移転計画を実施する前に、全ての関

係者の参加の下、人が住むために必要な全ての領域をカバーする移転地区の評価が

適切に行われ、承認されるべきである。 
 住民移転計画の実施完了前に、移転地区の地元コミュニティーに移転住民がスムー

ズに溶け込めるように、RDA は完了後を念頭に置いた出口戦略を準備するべきであ

る。移転地区が属する地元コミュニティーなどから、本事業の移転住民に対してつ

けられた「RDA 移転地区住民」というレッテルをはずし、近隣の他のコミュニティ

ーからの社会的な排除をなくし、また移転住民自身も自分たちは特別であるとの意

識を見直し、移転地区の住民を地元コミュニティーに一体化させるような方策が求

められる。 
 いかなる住民移転計画においても、計画段階からモニタリング段階に至るまで、移

転住民、RDA、地方自治政府などを含む異なるステークホルダーの参加のメカニズ

ムを設ける必要がある。このモニタリングは、事業実施中に対応できなかった残さ

れた課題の解決に取り組むためにも住民移転計画の実施完了後少なくとも 5 年間は

継続して行うべきであり、この目的のための財源の確保も必要である。 
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